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参考資料‐６ 

持続可能な住宅・住宅市街地の形成に関する取組等【資料集】 
○ 省エネルギー化等に関する技術の普及 
○ 都営住宅等における環境配慮の推進 
○ ニュータウン等における再生への技術的支援＊ 
○ 環境性能の高い住宅の普及促進 
○ 公共住宅ストックの都市づくりへの活用推進＊ 

○ 緑豊かな住宅市街地の整備 
○ 良好な街並み景観の形成 
○ 防犯性向上のための普及啓発 
○ 職住のバランスがとれた市街地の形成 
○ 公共住宅ストックの都市づくりへの活用推進＊ 
○ 自主的なまちづくりの誘導 
○ 都営住宅及びその周辺地域における良好な地域コミュニティの形成＊ 
○ 空き家活用の支援＊ 
 

◇ 景 観 な ど 住 環 境 の 向 上 
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再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 な ど に よ る 環 境 へ の 配 慮 



国の動き 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年７月８日公布） 
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●工場・輸送・建築物・機械器具等の各部門におけるエ
ネルギーの効率向上を求める 

●300㎡以上を新築・増築等を行う場合、省エネル
ギーの措置の所管行政庁への届出が必要。2000
㎡以上は大規模修繕も届出が必要。 

●所管行政庁は、建築物・住宅の外皮性能・設備性能
が省エネ基準に適合しているかを審査。 

●基準に著しく適合しない場合、指示・命令・勧告がで
きる 

●届出を行った建築物は、維持保全の状況の定期報
告も必要（３年毎） 
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（１）大規模な非住宅建築物における特定建築行為の
エネルギー消費性能基準適合義務及び適合判定
義務 

●新築時等に建築物のエネルギー消費性能基準（省
エネ基準）への適合義務（法第11条） 
●基準適合について所管行政庁又は登録適合性判定
機関（新設）の判定を受ける義務（法第12条・第15条） 
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（3）省エネ向上計画の認定（法第29条） 
●省エネ性能の優れた建築物について、所管行政庁
の認定を受けて容積率の特例を受けることができる 

  
（4）エネルギー消費性能の表示（法第36条） 
●省エネ基準に適合している建築物について、所管行
政庁の認定を受けてその旨を表示することができる 
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（２）中規模以上の建築物に対する届出義務 
●一定規模以上の新築、増改築に係る計画の所管行
政庁への届出義務 
●省エネ基準に適合しない場合は必要に応じて所管
行政庁が指示・命令 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

建築物の措置（※） 

大規模な非住宅建築物（特定建築物） 

中規模以上の建築物（特定建築物を除く）（法第19条） 
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建築物の措置の
部分を抜き出し 

（※）について建築

物省エネ法を制定 

●社会経済情勢の変化に伴
い建築物におけるエネル
ギーの消費量が著しく増加 

●他部門(産業・運輸)が減少
する中、建築物部門のエネ
ルギー消費量は増加し、全
体の1/3を占める 

背景・必要性 
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国の動き 

住宅・建築物の省エネルギー対策に関する工程表 

資料：国土交通省HP掲載資料より抜粋（国土交通省住宅局住宅生産課建築環境企画室） 
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○新築住宅における省エネ基準適合の推進 
• 2020 年までに新築住宅について段階的に省エネ基準への適合を義務化 

○既存住宅の断熱改修の推進 
• 2020年までに中古住宅の省エネリフォーム 件数を倍増 

○省エネ・省ＣＯ２ のモデル的な住宅への支援 
• 2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上をネット・ゼロ・エネルギー・ハウスにする 

○低炭素認定住宅等の普及促進 
• 他の住宅への波及効果による、低炭素認定住宅等の普及促進 

○省エネ・環境性能の評価・表示制度の充実・普及促進 
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≪既存住宅の断熱性能向上を図る≫ 
• 高性能な断熱材や窓等の設備導入補助 
• 省エネ改修を行った住宅等への減税措置による導入支援 
≪省エネ性能の住宅の資産価値への反映≫ 

• 省エネ性能・環境性能の評価・表示制度の充実・普及させ、既存住宅の省エ
ネ・省ＣＯ２改修の 促進 など 

• 低炭素認定住宅等を、新築または取得した場合の税制優遇措置 
• 中小工務店に対する技術支援等 

• 建築物省エネ法に基づく省エネ性能に係る表示制度の充実・普及促進 
• 住宅性能表示制度の充実・普及促進 
• 総合的な環境性能を評価するＣＡＳＢＥＥ等の充実・普及促進 

• 省エネルギー対策の一層の普及 
• 住宅や建材・機器等の省エネルギー化に資する新技術の開発支援等の実施 

①住宅の省エネ ルギー性能の向上等 

•環境・経済産業両省の合同会議において、「地球温暖化対策計画」（原案）を公表。温室効果ガスの排出削減
目標を、2020年に2005年比で3.8％以上減、2030年に2013年比で26％減、2050年に現在より80％減 

•住宅を含めた、家庭部門における2013年度の二酸化炭素排出量は、2005年度比で11.9％増加しており、排出
削減目標としては、2030年度までに約４割削減 

• ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）、ライフサイクルカーボンマイナス住宅
（ＬＣＣＭ）、低炭素認定住宅などの省エネ・省ＣＯ２29 のモデル的な住宅への
支援 

資料：「地球温暖化対策計画」（原案） 

国の動き  「地球温暖化対策計画」（原案）（平成28年３月４日） 
‐住宅等における温暖化対策の方向性‐ 

②機器の効率向上・普及、運用の最適化等 
○高効率な省エネルギー機器の普及 

• ＬＥＤ 等高効率照明を、2020年度までにフローで100％、2030年度までにストックで100％普及 
• ヒートポンプ式給湯器、潜熱 回収型給湯器等のエネルギー効率の高い給湯設備の導入促進 
• 家庭用燃料電池（エネファーム）を、2020年時点で140万台、2030年時点で530万台導入 

○トップランナー制度等による機器の省エネ性能向上 
• 1998年度に省エネ法に基づき創設されたトップランナー制度（2015年度時点でエネルギー消費機器28品目が対象
機器）について、引き続き新たな対象機器の追加を検討等 
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都の動き 

「東京都環境基本計画のあり方について」（東京都環境審議会答申） 
（平成28年２月19日） 

• 東京都環境審議会により、「東京都環境基本計画のあり方について」答申があり、これを受け、新しい東京
都環境基本計画を策定する。（平成27年度中） 

• 2013年度の都内のエネルギー消費量の動向は、2000 年度比で産業部門・運輸部門で減少、業務部門で微減、
家庭部門で増加であり、家庭部門への更なる取組の推進が必要となる。 

• 2030 年までに東京の温室効果ガス排出量を2000 年比30％程度削減 ○温室効果ガス削減目標 
○省エネルギー目標 
○部門別目標 • 家庭部門：2030 年のエネルギー消費量を2000 年比30％程度、温室効果ガス排出量を20％程度削減 

• 2030 年までにエネルギー消費量を2000 年比38％程度削減 

スマートエネルギー都市の実現にむけた目標 

出典：「東京都環境基本計画のあり方について」（東京都環境審議会答申）（平成28年２月19日）より抜粋  

○東京2020 大会における対策推進 
→東京2020 大会は、東京が目指す世界一の環境先進都市に向けて、持続可能
な低炭素型都市のモデルを示し、実現していくための好機 

• 住宅棟において、燃料電池と蓄電池の設置等を積極的に導入し、電力自給
率を高め、災害時にも自立できるまちの実現を目指すべき 

○まちづくりと一体となったエネルギーマネジメントの推進 
→街区レベル・地区レベルでの利用を推進していくことが重要 

• 東日本大震災後、電力供給体制の脆弱性が露呈。複数の建築物でのコー
ジェネレーションシステムの利用を進めるなど、エネルギー効率と防災力の向
上を図るべき 

• 都市開発諸制度などの都市づくり手法も活用しながら、エネルギーの利用効
率化を進めていくべき 

○創エネ・エネルギーマネジメントの推進 

• 創エネ・蓄エネ機器（太陽光パネルや家庭用燃料電池、蓄電池など）の設置
促進と併せて、電力使用状況を見える化し、需給の最適制御を行うエネル
ギーマネジメントシステムの導入を推進すべき 

○建築物における環境配慮の推進 
→新築・更新の機会を捉えて、エネルギー性能を
向上させることが重要 

• エネルギー性能評価を重点に建築物環境計画
書制度の改善、設計段階からの積極的な環境
配慮措置を誘導する仕組みの導入を図るなど
検討すべき 

• ラベリング制度の充実強化など、市場関係者
を巻き込む施策を展開すべき 

○住宅の省エネ性能向上 
→住宅の断熱性や気密性の向上が欠かせない 

• 既存住宅において、リフォーム時の省エネ改修
への助成など検討すべき 

• 新築戸建等住宅において、住宅への省エネ基
準適合義務化を見据え、省エネ高水準住宅に
関する情報提供を進めるべき 

住宅施策の方向性 
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毎日新聞2016年2月3日 19時45分（最終
更新 2月4日 00時06分） 

• 近年、居室の温度と健康との関係が、様々な調査・研究によって明らかになりつつある。 
• 東京都健康長寿医療センター研究所などのチームは、住宅の断熱性向上が、人の健康に及ぼす影響を調査し、

断熱改修や、床暖房等を取り入れることが居住者の健康に重要だとしている。 

住宅の断熱性向上が健康へ与える影響 

• 窓ガラスを複層ガラスに取り換えたり、壁に断熱材を
入れたりするなど最も断熱性と気密性を高めた部屋
は、断熱性を高めなかった部屋と比べ、居間の床表
面温度が３度程度高い 

• 日中を中心とした活動時間帯の最高血圧は、最も断
熱性が高い部屋で過ごした場合、最も断熱性が低い
部屋より平均３．１ミリＨｇ低い  

集合住宅の断熱性等の改修が及ぼす影響について 

 実験期間  
平成２６年１２月から平成２７年３月 

 対象建物  
昭和５４年に建てられた東京都内の集合住宅 

 対象者    
６０〜７０代の男女計３０人（平均年齢６８．８歳。） 

 実験概要  

断熱性能に差をつけた３部屋に１泊し、室内の温度、
参加者の２４時間血圧や脈拍の変化を調査 

断熱性能・省エネルギー基準について 

•昭和55 年に初めて断熱性能・省エネルギー基準が設けら
れ、平成4 年、平成11 年（断熱性能の基準は、平成25 年10 
月にも改正）に基準が引き上げられてきた。 

•昭和55 年以前に建てられた住宅のほとんどは断熱を行っ
ていない無断熱状態である可能性が非常に高い。 

•現在でも5000 万件の住宅ストックのうちおよそ4 割（39％）
が無断熱状と推計 

•昭和55 年基準は37％、平成４年基準は19％、平成11年基
準は5％に留まる 

調査概要 

実験結果 

5% 

19% 

37% 

39% 

無断熱 

S55基準 

H4基準 

H11基準 

出典：統計データ、事業者
アンケート等による国土交
通省の統計（２０１２年） 

住宅ストック約5,000万戸の断熱性能 

6 
出典：日本経済新聞平成28年２月１日記事より 

出典：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター プレス発表資料
（平成25 年１ ２ 月２ 日） 
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都では、リフォームの際に役立つ技術情
報・効果や、都が募集・選定した、既存住
宅の省エネリフォームの実施事例などにつ
いて取りまとめ、「住宅の省エネリフォー
ムガイドブック」として公表。 

長寿命環境配慮住宅モデル事業 住宅の省エネリフォームガイドブック 

• ライフサイクルCO2 50％削減を目指し、中小工務店の参画による、先導的な環
境配慮住宅モデルを一般戸建住宅並みの価格で供給し、入居後の省エネルギー
効果等の検証を行うことなどにより、住まい方の提案などを含めて都民、住宅
事業者に広く情報発信を行っている。 

• これまで、環境配慮住宅の建築現場の動画公開や工事中・竣工後の見学会等を
実施。平成28年度以降は、竣工した16戸の環境配慮住宅について、一定期間エ
ネルギー計測を行い、太陽の光・熱で「発電・暖房・給湯・換気」を行うソー
ラーシステム等による省エネルギー効果等の検証結果について公表予定 

図：街区の全体計画 

上図：ガイドブック 
写真：まちなみ・住宅の様子 

都の取組 

環境配慮住宅の普及に向けた取組 

下図：事業紹介のパンフレット 

事業概要 
（１）事業地：東京都府中市美好町二丁目５２番地内 
（２）事業地面：積約２，１５０㎡ 
（３）用途地域：第一種低層住居専用地域・準防火地域 
（４）住宅概要 （16戸全戸で下記認定取得） 
・長期優良住宅認定取得 
・ＬＣＣＭ住宅☆☆☆☆取得 
・ＣＡＳＢＥＥ戸建 ☆☆☆☆☆（Ｓランク）取得 

（躯体仕様） 
・基礎：べた基礎、コンクリート打放し 
・軸組：多摩産の杉・檜の国産無垢乾燥材 
（含水率20％以下、ヤング係数70以上） 
・断熱性能：次世帯省エネ基準Ⅱ地域相当 
（関東は基準ではⅣに該当）Ｑ値1.9以下 
・開口部：LOW-E複層ガラス、樹脂複合サッシ 
・屋根：ガリバリウム鋼板瓦棒葺き 
・外壁：ガリバリウム鋼板小波、モルタル刷毛引きシンガン吹き 

（主要設備） 
・太陽熱発電パネル 2.69kW～3.13kW 
・空気集熱式換気暖房・温水ソーラーシステム 
 ・潜熱回収型給湯器  

上図：優良事例マーク 



• 個々の家庭に対するきめ細やかな省エネに係るアドバイス活動
を行い、家庭でのCO２排出量の削減を推進 
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対象マンション 

建築物環境計画書制度において、計画書を届出した建築物（任意提出を含
む）※のうち、マンション用途の延床面積が2,000平方メートル以上の分譲ま
たは賃貸マンション 

根拠条例： 
■ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例・規則 
（条例 第三節 建築物に係る環境配慮の措置 第十八条 ～ 第二十五条、規則 第九条 ～ 第十三条の五） 
■ 建築物環境配慮指針（平成14年3月28日 東京都告示第384号 平成21年9月29日改正） 
■ マンション環境性能表示基準 

※ 建築物環境計画書制度における計画書の提出対象 
• 提出義務：延べ面積1万平方メートル（2010年10月以降は5,000平方メートル超）を

超える新築・増築を行う建築物 
• 任意提出：延べ面積2,000平方メートル以上の新築・増築を行う建築物（2010年10

月から） 

マンションの主な環境性能である、「建物の断熱性」「設備の省エネ性」「太陽光発電・太陽熱」「建物の長寿命化」「みどり」の５項目の評価に
ついて、星印（★）の数３つで表示すること、性能を広告媒体で公表すること、建築主はマンションを購入または賃貸しようとする人に対し、マ
ンション環境性能表示の内容について説明に努めること、など 

１．マンションの主な環境性能を星３つで表示 

• 「建物の断熱性」「設備の省エネ性」「太陽光発電・太陽熱」「建物の
長寿命化」「みどり」の５項目の評価について、星印（★）の数３つで
表示 

２．性能を広告媒体で公表 

• マンションの環境性能は、販売・賃貸広告するチラシ類、東京都の
ホームページで公表 

マンション環境性能表示制度 

※統括団体 

省エネに関するノウ
ハウを持ち、また業
として家庭への直
接訪問の機会等を
有する企業・団体 

３．表示に関する説明 

• 建築主はマンションを購入また
は賃貸しようとする人に対し、マ
ンション環境性能表示の内容に
ついて、説明に努める  

家庭の省エネアドバイザー制度 

家庭の創エネ機器等への助成 

太陽エネルギー利用システムの導入費用及び高性能建材を用い
た省エネリフォーム費用の一部を助成 

既存住宅における再エネ・省エネ促進事業 

•大規模な新築又は増築マンションの販売広告時に、５つの環境性
能を示すラベル表示を義務付ける制度 

集合住宅向けのＭＥＭＳに対する補助金。エネ
ルギーマネジメントを提供する事業者のサービ
スを受けることを条件に、管理組合等へ補助を
実施。（申請期間：平成26～30年度） 

スマートエネルギー都市推進事業 

家庭用燃料電池（エネファーム）、蓄電池等に対する補助金。ＨＥ
ＭＳ（家庭のエネルギー管理システム）等の導入を条件に実施。
なおＨＥＭＳ等の導入には、国の補助制度が利用可能。（申請期
間：平成25～27年度） 

スマートマンション導入促進事業 

家庭の創エネ・エネルギーマネジメント促進事業 

都の取組 

住宅の省エネ化にむけた取組 

資料：東京都環境局HPより抜粋 



• 太陽光発電がより身近な存在となるよう、東京都と東京都
環境公社が金融機関や販売事業者と連携し、①低価格・
②低利ローン・③アフターケアがパッケージとなった太陽光
発電の販売プランを募集。 

対象者：建物所有者、発電事業者 
事業概要： 
①建物所有者及び発電事業者の募集 
②屋根等の基本情報及び発電事業者の情報提供 
③発電事業者への建物所有者の詳細情報提供 
④建物所有者と発電事業者の協議及び報告 
⑤賃貸借契約書モデルの作成・公開、「屋根貸しセミナー」の開催 

都の取組 

太陽エネルギーに関する主な施策 

「屋根ぢから」ソーラープロジェクト（平成25年度？） 

○ 「屋根貸し」マッチング事業 

• 都内にあるそれぞれの建物がどのくらい太陽光発電システム
や太陽熱利用システムに適しているのか一目で分かるもの。 

• 「屋根貸し」セミナー（地域版：世田谷区）（平成26年2月12日開催）  
• ｢屋根貸し｣参入セミナー（平成26年1月17日開催）  
• 「屋根貸し」セミナー（地域版：多摩市）（平成25年12月16日開催）  
• 第1回「屋根貸し」セミナーについて（平成25年11月20日開催）  

○ 「屋根貸し」セミナー 

• 「屋根貸し」において調整すべき条項と留意点を示した契約書
モデルとガイドラインをダウンロードできる。 

○「屋根貸し」契約書モデルとガイドライン 

○東京ソーラー屋根台帳（ポテンシャルマップ）  

資料：東京都環境局 

都独自の補助制度により、導入を大幅に拡

太陽光発電設置コストの推移
72.3
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約４割減約４割減

平成24年7月

ＦＩＴ開始
国の補助

打ち切り

→全国的に

太陽光発電の
市場が低迷

都内の住宅への導入
４万kW ⇒ 23万kW

国の取組も誘導、

全国的に拡大

（コスト４割減）

平成18～20年度 平成21～24年度 平成25年度～

太陽光発電の普及促進

設置コストの大幅低減及び
FITにより、設置による経済的

メリットが得られる状況に
⇒ 財政支援から、自立的な
市場拡大の促進へ

補助金に替わる新たな普及策

「屋根貸し」マッチング事業、

低利ローンの提供等、金融機

関・販売事業者等と連携した拡

大策を実施

住宅用太陽光発電

買取価格
平成24年度 42円/kWh
平成25年度 38円/kWh

平成26年度 37円/kWh
平成27年度 33円/kWh
平成28年度 31円/kWh

●更なる普及促進策として

「ｿｰﾗｰ屋根台帳」によるﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの把握

⇒ 区市町村や地域住民・事業者に提供

平成26年度～

〔太陽熱新技術の認定〕

・新技術審査委員会を設置
・新技術の募集・採択・公表

〔実績〕

80件

太陽熱利用の普及促進

【住宅用太陽エネルギー利用機器導入対策事業】

◇ 補助実績 355件（エンドユーザー向け）

【集合住宅等太陽熱導入対策事業】

・5年間で20億円の補助（平成23～27年度）

・住宅供給事業者向け

・新築の集合住宅と戸建住宅が補助対象

・設備工事費の1/2

対象施設に小規模福祉施設等を
追加

平成21～22年度
平成23年度～ 平成26年度～

補
助
事
業

普
及
啓
発

〔平成21～22年度補助で判明した課題〕
・買替が多く、新規導入が少ない。

「熱は熱で」キャンペーン

平成23年度より開始
平成25年度より九都県市を巻き込んで動画作成

〔平成23年度以降の施策展開〕
・技術開発・デザイン性向上による新築住宅を中心

とした新規導入の拡大
・認知度向上による需要の拡大

〔実績〕(H28.2月末)

42件、1,751戸(集合1,602戸)

チラシやポスターでの普及啓発 「熱は熱で」動画

補助の要件
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都の取組 

選手村を誰もがあこがれ住んでみたいと思えるまちにする 

• 先進的な水素エネルギー・省エネルギー技術やエネルギーマネジメントをインフラ整備や日常生活に取り入れ、防災
力を高めた自立分散型スマートエネルギー都市を確立 

• 住宅棟において、燃料電池と蓄電池の設置等により電力自給率を高め、災害時にも自立できるまちの実現を目指す 

出典：「2020年に向けた東京都の取組」／東京都オリンピック・パラリンピック準備局 



 

11 

景 観 な ど 住 環 境 の 向 上 



  

《景観法（平成１６年制定）》 

○ 都内全域を対象に、景観計画策定（平成１９年） 

  ※ 区市町村が景観計画を定める場合、都の広域的な景観形成に係る取組の継承を要請 

 
 

 

 

○ 景観法によらない、独自の取組〔都市計画権限、条例（屋外広告物条例、しゃれまち条例などとの連携）〕 
 
 

都道府県 ・景観計画（建築物の届出により景観誘導。勧告・変更命令、罰則有り） 

区市町村 
・景観計画（建築物の届出により景観誘導。勧告・変更命令、罰則有り） 

・景観地区（都市計画で規制。命令、罰則有り） 

《東京都における取組》 

◆ 大規模建築物の景観事前協議 

◆ 首都を象徴する建造物、文化財庭園などの眺望保全 

◆ 都市計画的な手法を活用した歴史的景観の保存・復元  

◆ 地域の特性をいかした街並みの形成 など 

 
 

◆ 景観基本軸（臨海、隅田川、国分寺崖線など） 

◆ 色彩基準 など 

 
 

都の取組 

景観形成の取組 
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《特色ある自然や地形と調和した景観形成》  

隅田川 

臨海 

丘陵地  

玉川上水  

神田川 

国分寺崖線  

都の取組 

景観基本軸 

• 地区特性に応じて、景観形成基準（形態意匠、色彩、緑化など）を定め良好な景観を誘導 

13 
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都の取組 

東京のしゃれた街並みづくり推進条例 

街並み景観重点地区（条例第20条第1項）の事例 

• 景観法に依らない独自の取組として、「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」（平成15年３月制定）に
より、景観形成に取り組んでいる。 

• 条例によって、地域の協議会が中心となって街並み景観づくり活動を支援する「街並み景観づくり制度」等
を整備し、東京の魅力の向上に取り組んでいる。 

常盤台一・二丁目地区（約39ha） 
 目標：「緑豊かで落着きのある住環境を整備・保全し、住環境と調和した
魅力ある駅前商業施設等を誘導するうるおいにあふれた景観づくり」 

出典：ときわ台しゃれ街準備協議会HPより抜粋（しゃれ街ニュースNo.31）  

※平成20年１月から平成26年７月までの実績 

都市計画に基づく規制
緩和などを活用しながら
共同建替等を促進 

しゃれた街並みづくりの推進 

地域の協議会が
中心となって取り
組む一体性のあ
る街並み景観づ
くり活動を支援 

地域の特性を生かし魅力を高
めるまちづくり活動を行う団体
を登録し、活動の促進を図る 

ときわ台景観ガイドライン ６年半の協議件数 

街並み景観づくり制度 
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区市町村の取組 

景観ガイドライン（府中市） 

• 府中市では、府中市景観計画（平成20年４月策定）を補完する具体的な指針として景観ガイドライン（歴
史的建造物等編、中高層建築物等編・住宅地開発編、緑化編、屋外広告物編、色彩編）をまとめている。 

                      ※住宅に関するものは「中高層建築物等編」「住宅地開発編」の２編 

• このようなガイドラインを区市町村が示すことにより、事業者の積極的な取組みや、地域住民や住民組織
による維持・管理の活動において、地域特性を踏まえた景観誘導を行っている。 

景観ガイドライン（中高層建築物等編、住宅宅地開発編）の対象 

景観要素別配慮事項 

「中高層建築物等編」「住宅地開発編」では、中高層建築物や住宅地開発は、規模・範囲が広く、また建物を含む街並みの中
でランドマークや背景となり易く、景観に大きな影響を与えるとしており、関係法令や府中市景観計画の景観形成基準に加え
配慮すべき事項をまとめ示している。 

景観ガイドライン（中高層建築物等編、住宅宅地開発編） 

中高層建築物 
住宅宅地開発 



都の取組 

「農の風景育成地区」制度による取組 

指定位置 

平成２５年 世田谷区指定 
平成２７年 練馬区指定 

 「農の風景育成地区」事例(練馬区) 

• 地域住民等による自主的な取り組みを進めるため、指定に際し区域の住民の方と事前に調整を行い、農業を
核とする良質な住環境を未来へ伝える。 

• 農業者をはじめとする住民の交流が活発になり、住民の理解が進み、良好な住環境の保全・向上も推進され
ていく。 

区市町と協力して農地や屋敷林などが比較的まとまって残る地区を都が指定し、農地等の保全を図る
ために都市計画制度などを積極的に活用する。地域のまちづくりと連携しながら農のある風景を保全、
育成していく。 

「農の風景育成地区」制度 
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民間の取組 

良好な住環境保全・向上への都民の意識の醸成支援 
（個人の小さなスペースの緑化への活用や緑を守る、増やす活動への支援） 

【東京の緑を守ろうプロジェクト】 

東京の緑を守る施策の主旨に賛同する一般財団法人と

連携し地域住民等の緑豊かな住環境を形成・守る取り組

みを支援している。 

・緑に関する活動団体の育成・支援   ・プロジェクトによる緑の研究等 

・緑に関する情報発信 

【界隈緑化推進プログラム】 

地域住民等が自らが生活するエリアにおいて良質な

街並みや緑豊かな住環境を形成するため公益財団

法人との連携により専門家を派遣し、緑化のノウハウ

のアドバイスする。 

緑化前 

緑化後 シンポジウム 

支援による活動 
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